
 

（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 宮城県大郷町平成30年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

8,126

8,063

82.01

5,121,860

4,858,144

240,075

2,889,006

4,381,854

人(H31.1.1現在)

人(H31.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

9.6

8.2

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H26  Ⅱ－２ H27  Ⅱ－２ H28  Ⅱ－２

H29  Ⅱ－２ H30  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成30年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
43/67

全国平均
73,217

宮城県平均
88,822

(円)

0
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100,000

150,000
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250,000

300,000

65,082

215,172

116,834
117,391115,876114,146110,200

H30H29H28H27H26

102,399
102,489101,355101,74697,950

物件費

類似団体内順位
49/67

全国平均
58,643

宮城県平均
65,535

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

54,939

305,649

121,604
122,490116,959106,229107,511

H30H29H28H27H26

88,034
80,31679,38881,01176,335

維持補修費

類似団体内順位
6/67

全国平均
5,365

宮城県平均
8,655

(円)

0

20,000

40,000
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80,000
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52,614

9,793

9,4599,336

8,0707,767

H30H29H28H27H26

30,638

8,9617,940

10,6809,916

扶助費

類似団体内順位
25/67

全国平均
103,700

宮城県平均
84,926

(円)

20,000
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100,000

120,000

140,000

160,000

35,174

135,098

69,26667,84067,037
60,49157,806

H30H29H28H27H26

67,641
66,510

61,837
54,41553,932

補助費等

類似団体内順位
44/67

全国平均
41,571

宮城県平均
62,907

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

30,844

425,075

113,671
116,258110,105103,85691,153

H30H29H28H27H26

78,520
90,00079,53684,557

64,914

普通建設事業費

類似団体内順位
46/67

全国平均
57,772

宮城県平均
116,391

(円)

0

300,000

600,000

900,000

1,200,000

1,500,000

21,036

1,106,633

121,449
116,162119,882109,920119,685

H30H29H28H27H26

65,516
86,483100,24273,55149,029

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
65/67

全国平均
16,690

宮城県平均
70,349

(円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

0

616,193

40,841
42,075

43,030

54,42753,940

H30H29H28H27H26

285
29,293

53,972

6,5230

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
39/67

全国平均
29,308

宮城県平均
30,339

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

13,110

366,937

66,23058,85960,670

43,505

48,970

H30H29H28H27H26

48,221
42,17740,384

66,141

48,561

災害復旧事業費

類似団体内順位
13/67

全国平均
3,296

宮城県平均
17,792

(円)
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100,000

0

83,924

12,623
10,871

12,8879,65112,267

H30H29H28H27H26

19,050

3,306

15,800

26,361
20,143

失業対策事業費

類似団体内順位
1/67

全国平均
0

宮城県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H30H29H28H27H26

0
0000

公債費

類似団体内順位
38/67

全国平均
42,936

宮城県平均
48,258

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

8,847

276,967

75,006
75,17971,93767,58271,127

H30H29H28H27H26

51,844
52,00852,10451,66848,523

積立金

類似団体内順位
40/67

全国平均
13,855

宮城県平均
43,140

(円)

0

200,000

400,000

600,000

800,000

406

581,636

48,955
54,44249,55446,099

102,059

H30H29H28H27H26

17,817

9,5767,94714,7918,694

投資及び出資金

類似団体内順位
6/67

全国平均
1,712

宮城県平均
3,874

(円)

0
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20,000
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40,000

0

32,147

1,855
1,6951,0229021,110

H30H29H28H27H26

5,6254,7244,2223,8413,554

貸付金

類似団体内順位
22/67

全国平均
8,369

宮城県平均
10,257

(円)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

17,167

2,293
2,3132,5782,2752,905

H30H29H28H27H26

1,189
1,4351,5542,0721,943

繰出金

類似団体内順位
35/67

全国平均
40,266

宮城県平均
57,068

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

34,702

169,883

74,17173,48474,666

73,75470,170

H30H29H28H27H26

69,578
70,64673,695

78,22272,569

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/67

全国平均
2

宮城県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H30H29H28H27H26

0
0000

性質別歳出の分析欄

歳出決算総額は、住民一人当たり597,851円となり、前年度比で21,397円増（3.7％）となった。人件費については、住民一人当たり102,399円となっており、平成２６年度と比較すると4,449円（4.5％）、前年度からは90円（0.1％）減少しているが、横ばい傾向にある。類似団体と比較すると

平成３０年度で14,435円下回っており、低い水準にある。

補助費等については、住民一人当たり78,520円となっており、平成２６年度と比較すると13,606円（21.0％）の増、前年度比では11,480円（12.8％）の減少となっている。一部事務組合負担金の増減が推移に大きく影響しており、今後も同様の傾向が続くと考えられる。

普通建設事業費については、住民一人当たり65,516円となっており、平成２６年度と比較すると16.487円（33.6％）増加している。前年度比では町営住宅敷地造成工事等完了したことなどにより20,967円減となった。公共施設等管理計画に基づき、事業の取捨選択を徹底していくことで、事業

費の減少を目指すこととしている。

扶助費については、住民一人当たり67,641円となっており、類似団体と比較して1,625円下回っているものの、平成２６年度と比較すると13,709円（25.4％）、前年度比で1,131円（1.7％）増加となっている。障がい者自立支援費、障がい児通所給付費、保育事業委託等の増によるものと考え
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